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◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 40

〇第９号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 東九州自動車道 豊前舗装工事
(電子入札対象)

^ 工事場所
自）福岡県築上郡築上町大字石堂
至）大分県中津市三光土田

_ 工事内容 本工事は、延長約15•3›の舗装
工事である。

` 工事概算数量
延長 15¶333ｍ
幅員 土工部 10•5ｍ（付加車線 23•5ｍ）

橋梁部 10•5ｍ（中小橋）
9•5ｍ（長大橋）

トンネル部 9•5ｍ
舗装面積 210¶000fl

舗装種別 アスファルトコンクリート舗装
等
交通安全施設工 １式
交通管理施設工 １式
連絡等施設 ４ヶ所（椎田南ＩＣ、豊前Ｉ
Ｃ、上毛ＰＡスマートＩＣ、上毛ＰＡ）

a 工期 契約締結日の翌日から630日間
b 使用する資機材
アスファルト合材 95¶000ｔ
ガードレール 27•0›

c 本工事は、「企業の高度な技術力」として入
札説明書に参考として示した図面及び仕様書
（以下「設計図書」という。）又はそのうちあ
らかじめ指定する部分（以下「標準案」とい
う。）に係る社会的要請の高い課題についての
施工上の工夫、具体的な施工計画その他の提
案（以下「技術提案」という。）について記述
した確認資料の提出を求め、入札価格とその
他の技術的要素を総合的に評価した結果、西
日本高速道路株式会社にとって最も有利な入
札者を落札者とする総合評価落札方式の工事
である。

d 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。なお、入札時に施工方法等の提案を行い、
その提案が採用された場合には、採用された
提案に対する再度の提案は受け付けない。た
だし、技術提案中の「契約後ＶＥ提案につな
がる基本的な考え方」については、契約後Ｖ
Ｅの対象とする。

e 本工事は資料の提出、入札等を原則として
電子入札システムで行う電子入札対象工事で
ある。なお、例外的に電子入札によりがたい
者は、契約責任者の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。

Ĉ 本工事は、設計図書に示す本工事を構成す
る工事材料・機器の一部（以下「コストオン
対象」という。）について、別途当社が工事材
料・機器の調達先及びその価格を決定し、本
工事の変更契約条件の一部とするコストオン
方式の試行工事である。なお、コストオン対
象の契約締結後、当社、本工事の請負人及び
コストオン対象の契約の相手方の３者間でコ
ストオン方式に関する協定を締結するものと
し、当該協定に基づき本工事の請負人及びコ
ストオン対象の契約の相手方との間で別途売
買契約を締結するものとする。

D̂ 本工事は、すべての入札参加者から単価表
の提出を求める工事である。

Ê 紙入札方式の場合D̂の単価表は原則として
電磁的記録媒体（ＣＤ`Ｒ）で提出するもの
とする。ただし、電磁的記録媒体での提出が
できない場合は、紙の単価表を提出するもの
とする。

F̂ 本工事は、総価単価契約の対象工事である。
本工事では、受発注者間の双務性の向上とと
もに、変更契約等における協議の円滑化を図
るため、落札決定から契約締結までの間に発
注者及び落札者が協議を行って、総価契約の
内訳として項目ごとの金額（以下「単価」と
いう。）を合意することとする。総価単価契約
の実施にあたっては、単価を個別に合意する
方式（以下「単価個別合意方式」という。）に
よることとするが、落札者が希望した場合及
び協議開始から14日以内に単価個別合意方式
による単価合意が成立しなかった場合は、単
価を包括的に合意する方式（以下「単価包括
合意方式」という。）により行うものとする。

２ 競争参加資格 当該工事に係る競争に参加す
る者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条
件をすべて満足し、かつ、契約責任者による当
該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
\ 西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）第６条の規定に該当
しない者であること。

] 開札時に、平成25・26年度西日本高速道路
株式会社工事一般競争（指名競争）参加資格
のうち「舗装工事」の資格を有し（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、西日本高速道路株式
会社が別に定める手続きに基づく工事一般競
争（指名競争）参加資格の再認定を受けてい
ること。）、かつ、当該資格の認定の際に算定
された客観的事項に係る点数が1¶150点以上
である者（上記の再認定を受けたものにあっ
ては、当該再認定の際に、客観的事項に係る
点数が1¶150点以上であること。）。又は、こ
の条件を満たす２者で構成された共同企業
体。なお、経常建設共同企業体、協業組合及
び事業協同組合は、特定建設工事共同企業体
の構成員となれないものとする。

^ 平成10年度以降に、元請けとして完成・引
渡しが完了した次の同種工事の施工実績を有
すること。ただし、施工実績は西日本高速道
路株式会社が発注し、完成・引渡しが完了し
た工事（旧日本道路公団が発注し、平成13年
度以降に完成・引渡しが完了した工事を含
む。）である場合にあっては、評定点合計が65

点未満のもの並びに国、地方公共団体及び公
共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す
る法律（平成12年法律第127号）第２条第１
項の政令で定める法人（以下、「他の機関」と
いう。）が発注した工事である場合にあって
は、工事成績評定が一定の点数未満であるた
めに当該他の機関の競争入札において施工実
績として認めていないものを除く。（特定建設
工事共同企業体及び経常建設共同企業体の構
成員としての施工実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。）
Ê 同種工事 ２車線以上で設計舗装面積８
万fl以上ある国道又は自動車専用道路の新
設のアスファルト舗装工事
ただし、特定建設工事共同企業体にあっ
ては、特定建設工事共同企業体を構成する
代表者がÊ同種工事の施工実績を有し、特
定建設工事共同企業体を構成する代表者以
外の構成員は、Ê同種工事若しくはË同種
工事の施工実績を有すること。

Ë 同種工事 ２車線以上で設計舗装面積４
万fl以上ある国道又は自動車専用道路の新
設のアスファルト舗装工事

_ 次に掲げる基準を満たす現場代理人、主任
技術者又は監理技術者を当該工事に配置でき
ること。なお、現場代理人を常駐する期間及
び主任技術者又は監理技術者を専任で配置す
る期間は、工事現場が稼動（準備工事を含む。）
している期間とする。
{ 専任の主任技術者又は監理技術者が、当
該工事に対応する建設業法の許可業種に係
る技術資格者又はこれと同等以上の資格を
有する者であること。

| 現場代理人、主任技術者又は監理技術者
が、平成10年度以降に下記の同種工事の経
験を有する者であること。ただし、施工実
績の取扱いは^に同じ。
同種工事 ２車線以上で設計舗装面積４
万fl以上ある国道又は自動車専用道路の新
設のアスファルト舗装工事

} 専任の主任技術者又は監理技術者を配置
する場合にあっては、入札参加希望者と直
接的かつ恒常的な雇用関係にあること。な
お、恒常的雇用関係とは、確認資料提出日
以前に３ヶ月以上の雇用関係にあることを
いう。

~ 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

` 競争参加資格確認申請書及び確認資料（以
下「申請書等」という。）の提出期限の日から
開札の日までの期間に、「西日本高速道路株式
会社指名停止等事務処理要領（平成17年要領
第96号）」に基づき、「地域４」において、指名
停止を受けていないこと。共同企業体の場合
は、各構成員が前述の期間において指名停止
を受けていないこと。

a 共同企業体を構成する場合においては、次
に掲げる事項を満たしていること。
イ）各構成員が当該工事に対する建設業法
（昭和24年法律第100号）の許可業種につ
き、許可を有しての営業年数が５年以上で
あること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認
められる場合においては、許可を有しての
営業年数が５年未満であってもこれを同等
として取扱うことができるものとする。
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